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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の「１株当たり純資産額」「１株当たり中間(当期)純利

益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、記載を省略しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 32,916 46,346 45,237 71,239 94,596

 経常利益 (百万円) 2,840 8,319 9,383 4,742 15,277

 中間(当期)純利益 (百万円) 1,410 4,706 5,530 3,587 8,678

 純資産額 (百万円) 71,429 78,066 87,452 73,623 81,956

 総資産額 (百万円) 91,188 99,804 109,500 91,991 108,220

 １株当たり純資産額 (円) 1,710.03 1,869.08 2,090.77 1,762.62 1,959.26

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 33.75 112.67 132.20 85.89 207.69

 潜在株式調整後１株当 
 たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 78.3 78.3 79.9 80.0 75.7

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 1,325 2,239 5,660 6,285 11,701

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △819 △1,428 △1,457 △3,860 △2,886

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △169 △212 △297 △4,229 △506

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 3,850 2,309 13,923 1,709 10,018

 従業員数 (名) 827 770 742 790 767

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 26,077 36,534 34,975 57,576 76,416

 経常利益 (百万円) 2,240 6,667 6,670 4,005 12,124

 中間(当期)純利益 (百万円) 1,212 3,928 4,207 3,327 7,077

 資本金 (百万円) 8,769 8,769 8,769 8,769 8,769

 発行済株式総数 (千株) 42,279 42,279 42,279 42,279 42,279

 純資産額 (百万円) 64,448 70,241 79,131 66,578 74,968

 総資産額 (百万円) 79,103 87,950 98,421 83,481 99,300

 １株当たり中間(年間) 
 配当額

(円) 4.00 7.00 8.00 9.00 14.00

 自己資本比率 (％) 81.5 79.9 80.4 79.8 75.5

 従業員数 (名) 484 448 439 457 452



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門 従業員数(名)

鉄鋼業 578

卸売業 19

運輸業 145

合計 742

従業員数(名) 439



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、堅調な民間設備投資に加え所得・雇用環境の好転による個人消

費の持ち直しなどにより、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。 

 鉄鋼業界におきましては、高炉メーカーを中心に自動車・造船・産業機械など製造業向け需要が引き

続き堅調に推移したことから粗鋼生産量は前年同期を上回る5,680万トンと上半期の生産量としては過

去3番目の高水準となりました。 

 普通鋼電炉業界は、主要な需要先である国内建設分野において民間建設需要は緩やかな回復傾向とな

りましたが、公共工事が引き続き減少したことから、需要全体としては前年と同水準にとどまりまし

た。一方、主原料である鉄スクラップ価格が前年同期に比べ低位に推移するなか、鋼材市況に大きな変

動がなく前年と同レベルを維持したことから、各社とも引き続き好業績を収めたものと思われます。 

 当社グループは、このような経営環境のなか、鋼材価格の維持・改善のため、適正在庫に向けた生産

の調整を実施いたしました。この結果、当中間連結会計期間の鋼材売上数量は58万６千トン(前年同期

実績64万９千トン)、鋼材売上高は362億８千５百万円（前年同期実績374億８百万円）、鋼片と加工製

品などを合わせた総売上高は452億３千７百万円（前年同期実績463億４千６百万円）と、売上数量・売

上高ともに前年同期に比べ減少いたしました。一方、損益では、鋼材価格の維持・改善に加えグループ

全社を挙げてコスト削減・体質強化に取り組みました結果、経常利益は93億８千３百万円（前年同期実

績83億１千９百万円）、中間純利益は55億３千万円（前年同期実績47億６百万円）と増益となりまし

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュフローは、中間純利益の確保、売上債権の減少等に伴う資金の増加

と、棚卸資産の増加、仕入債務の減少、法人税等の支払等に伴う資金の減少により、営業活動によるキ

ャッシュフローは56億６千万円の収入（前中間連結会計期間22億３千９百万円の収入）となりました。

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により14億５千７百万円の

支出（前中間連結会計期間14億２千８百万円の支出）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金支払等により２億９千７百万円の支出（前中間連結会

計期間２億１千２百万円の支出）となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末における連結ベースの現金同等物は、前連結会計年度末に比べ39

億４百万円増加し、139億２千３百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産高 

(当中間連結会計期間) 

  

 
  

(2) 受注実績 

(当中間連結会計期間) 

  

 
(注) 金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(3) 販売実績 

(当中間連結会計期間) 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２ 金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

品目 生産数量(千トン) 前年同期増減率(％)

鋼片 769 △7.8

鋼材 583 △10.8

品目 受注高(百万円)
前年同期増減率

(％)
受注残高(百万円)

前年同期増減率 
(％)

鋼材・鋼片及び加工製品 45,625 △3.3 9,540 △5.6

品目 販売高(百万円) 前年同期増減率(％)

鋼材 36,285 △3.0

鋼片及び加工製品他 8,951 0.2

合計 45,237 △2.4

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日鐡商事㈱ 6,746 14.6 8,199 18.1

三井物産㈱ 4,642 10.0 5,810 12.8

㈱メタルワン 7,205 15.5 4,719 10.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 113,812,700

計 113,812,700

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 42,279,982 42,279,982

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 42,279,982 42,279,982 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 42,279 ― 8,769 ― 11,771



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵㈱ 東京都千代田区大手町２丁目６―３ 25,629 60.62

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,964 4.65

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,565 3.70

資産管理サービス信託銀行㈱
東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

1,129 2.67

㈱ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21番24号 784 1.86

シービーエヌワイ ディエフエ
イ インターナショナル キャ
ップ バリュー ポートフォリ
オ 
（常任代理人 シティバンク・
エヌ・エイ東京支店）

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA
CA 90401 USA 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

521 1.23

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町１丁目２―１ 480 1.14

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 
（常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務
室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 
518 IFSC DURLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

454 1.07

大阪製鐵社員持株会 大阪市大正区南恩加島１丁目９番３号 316 0.75

㈱メタルワン 東京都港区芝３丁目23番１号 309 0.73

計 ― 33,153 78.41

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱1,964千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 1,565千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 1,129千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権２個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式 195,000
― ―

(相互保有株式)

普通株式 257,100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,760,000
417,598 ―

単元未満株式 普通株式 67,882 ― ―

発行済株式総数 42,279,982 ― ―

総株主の議決権 ― 417,598 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪製鐵㈱

大阪市大正区南恩加島 
１丁目９番３号

195,000 ― 195,000 0.46

(相互保有株式) 
大阪物産㈱

大阪市大正区南恩加島 
１丁目９番３号

257,100 ― 257,100 0.61

計 ― 452,100 ― 452,100 1.07

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,480 1,458 1,381 1,480 1,592 1,875

最低(円) 1,381 1,259 1,286 1,341 1,397 1,548



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び第27期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び第28期中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、中央青山監査法人の中間監査を

受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

資産の部 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,273 464 1,560

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

25,313 25,297 28,384

 ３ 有価証券 46 42 46

 ４ 棚卸資産 8,984 9,379 7,991

 ５ 繰延税金資産 1,049 1,334 1,426

 ６ 預け金 ※１ 36 13,458 8,457

 ７ その他 833 649 589

 ８ 貸倒引当金 △4 △30 △5

(流動資産合計) 38,533 38.6 50,595 46.2 48,449 44.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び 
    構築物

18,282 18,425 18,345

    減価償却 
    累計額

9,697 8,584 10,151 8,273 9,910 8,434

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

47,137 47,144 47,229

    減価償却 
    累計額

29,938 17,199 31,969 15,175 31,158 16,071

  ３ 工具器具 
    及び備品

3,779 3,970 3,915

    減価償却 
    累計額

1,527 2,252 2,392 1,578 2,060 1,855

  ４ 土地 29,973 29,797 29,803

  ５ 建設仮勘定 388 594 515

   有形固定資産 
   合計

58,399 58.5 55,419 50.6 56,681 52.4

 (2) 無形固定資産

  １ ソフト 
    ウェア

278 276 304

  ２ 施設利用権 17 17 17

   無形固定資産 
   合計

296 0.3 293 0.3 321 0.3

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資 
    有価証券

1,350 1,979 1,539

  ２ 長期貸付金 3 4 3

  ３ 繰延税金 
    資産

1,094 1,093 1,107

  ４ その他 156 138 148

  ５ 貸倒引当金 △30 △22 △30

   投資その他の 
   資産合計

2,575 2.6 3,192 2.9 2,767 2.5

(固定資産合計) 61,271 61.4 58,905 53.8 59,770 55.2

   資産合計 99,804 100.0 109,500 100.0 108,220 100.0



負債の部・少数株主持分及び資本の部 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

8,821 8,812 10,096

 ２ 未払法人税等 2,837 3,795 5,894

 ３ 修繕引当金 705 905 845

 ４ 役員賞与 
   引当金

23 30 54

 ５ その他 4,099 2,784 3,961

(流動負債合計) 16,487 16.5 16,328 14.9 20,852 19.3

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,359 2,522 2,407

 ２ 退職給付 
   引当金

1,665 1,807 1,798

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

136 132 157

 ４ 連結調整勘定 207 380 430

 ５ その他 148 129 140

(固定負債合計) 4,518 4.5 4,971 4.5 4,934 4.6

   負債合計 21,005 21.0 21,299 19.4 25,787 23.9

  少数株主持分 731 0.7 748 0.7 476 0.4

Ⅰ 資本金 8,769 8.8 8,769 8.0 8,769 8.1

Ⅱ 資本剰余金 10,203 10.2 10,249 9.4 10,249 9.5

Ⅲ 利益剰余金 58,986 59.1 67,901 62.0 62,666 57.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

388 0.4 784 0.7 520 0.5

Ⅴ 自己株式 △281 △0.2 △252 △0.2 △249 △0.3

   資本合計 78,066 78.3 87,452 79.9 81,956 75.7

   負債、少数 
   株主持分 
   及び資本合計

99,804 100.0 109,500 100.0 108,220 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 46,346 100.0 45,237 100.0 94,596 100.0

Ⅱ 売上原価 35,045 75.6 32,829 72.6 73,242 77.4

   売上総利益 11,301 24.4 12,407 27.4 21,354 22.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 運搬費 1,822 1,785 3,547

 ２ 給料諸手当 369 359 742

 ３ 役員賞与 
   引当金繰入額

23 30 54

 ４ 退職給付 
   引当金繰入額

25 23 46

 ５ 役員退職慰労 
    引当金繰入額

23 29 44

 ６ 貸倒引当金   
      繰入額

― 26 ―

 ７ 減価償却費 39 51 93

 ８ その他 625 2,930 6.3 605 2,911 6.4 1,277 5,805 6.2

   営業利益 8,370 18.1 9,495 21.0 15,548 16.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8 13 17

 ２ 受取配当金 6 12 11

 ３ 連結調整 
   勘定償却額

23 50 73

 ４ 賃貸料 82 82 161

 ５ 国庫補助金等  
      受入額

― ― 57

 ６ その他 42 163 0.4 48 207 0.4 112 435 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 ― 0

 ２ 出向者給料等 
   負担金

69 60 146

 ３ 固定資産 
   除却損

95 203 246

 ４ その他 49 214 0.5 55 319 0.7 314 707 0.7

   経常利益 8,319 18.0 9,383 20.7 15,277 16.1

Ⅵ 特別損失

 １ 退職給付会計 
   変更時差異 
   償却損

126 126 0.3 ― ― 252 252 0.2

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

8,193 17.7 9,383 20.7 15,024 15.9

   法人税、 
   住民税及び 
   事業税

2,466 3,543 5,655

   法人税等 
   調整額

818 3,285 7.1 37 3,581 7.9 388 6,044 6.4

   少数株主利益 201 0.4 272 0.6 301 0.3

   中間(当期) 
   純利益

4,706 10.2 5,530 12.2 8,678 9.2



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10,203 10,249 10,203

Ⅱ 資本剰余金増加高

  １ 自己株式処分差益 ― ― ― ― 45 45

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

10,203 10,249 10,249

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 54,489 62,666 54,489

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 4,706 4,706 5,530 5,530 8,678 8,678

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 208 208 294 294 501 501

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

58,986 67,901 62,666



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間 
   (当期)純利益

8,193 9,383 15,024

 ２ 減価償却費 2,204 1,962 4,516

 ３ 連結調整勘定償却額 △23 △50 △73

 ４ 貸倒引当金の増加額 
   又は減少額

△4 17 △2

 ５ 退職給付引当金の増加額 159 8 292

 ６ 役員退職慰労引当金の 
   減少額

△28 △24 △7

 ７ 修繕引当金の増加額 49 60 189

 ８ 役員賞与引当金の増加額 
   又は減少額

△12 △24 18

 ９ 受取利息及び受取配当金 △15 △26 △29

 10 支払利息 0 ― 0

 11 有形固定資産除却損 95 203 246

 12 投資有価証券の売却益 △1 ― △1

 13 投資有価証券の評価損 0 ― 0

 14 有形固定資産の売却損 ― 13 133

 15 ゴルフ会員権評価損 ― 1 0

 16 売上債権の減少額 
   又は増加額

△5,367 3,086 △8,437

 17 棚卸資産の増加額 △1,799 △1,388 △806

 18 仕入債務の増加額又は 
   減少額

△904 △1,284 369

 19 その他 6 △709 749

    小計 2,551 11,230 12,181

 20 利息及び配当金の受取額 15 26 29

 21 利息の支払額 △0 ― △0

 22 法人税等の支払額 △327 △5,597 △509

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

2,239 5,660 11,701



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 投資有価証券の 
   売却による収入

7 ― 39

 ２ 有形固定資産の 
   売却による収入

0 5 130

 ３ 有形固定資産の 
   取得による支出

△1,387 △1,413 △2,936

 ４ 無形固定資産の 
   取得による支出

△6 △27 △83

 ５ 長期貸付金の 
   回収による収入

0 0 ―

 ６ 長期貸付金の増加による 
   支出

△0 △2 ―

 ７ その他投資等による収入 1 ― 10

 ８ その他投資等による支出 △45 △20 △46

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,428 △1,457 △2,886

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得による 
   支出

△2 △3 △6

 ２ 配当金の支払額 △208 △294 △498

 ３ 少数株主への配当金の 
   支払額

△0 ― △0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△212 △297 △506

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額

599 3,904 8,308

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,709 10,018 1,709

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

2,309 13,923 10,018



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(1) 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社(５社)

 日本スチール㈱

 新北海鋼業㈱

 大阪物産㈱

 大阪新運輸㈱

 西鋼物流㈱

連結子会社(５社)

同左

 

連結子会社(５社)

同左

非連結子会社 

 該当事項はありません。

非連結子会社 

     同左

非連結子会社 

     同左

(2) 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社 

 該当事項はありません。

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社

同左

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社

同左

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社 

 該当事項はありません。

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社

同左

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社

同左

(3) 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左  連結子会社の決算日は、

全て連結決算日と同じであ

ります。

(4) 会計処理基準に関

する事項

 (イ)重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

によっておりま

す。

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

同左

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

    決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は、

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)によ

っております。

  (イ)時価のないもの

    主として総平均法

による原価法によ

っております。

  (イ)時価のないもの

同左

  (イ)時価のないもの

同左

(Ⅱ)棚卸資産

製品、半製品、原材

料、貯蔵品について

は、主として後入先出

法による原価法、仕掛

品については、個別法

による原価法によって

おります。

(Ⅱ)棚卸資産

同左

(Ⅱ)棚卸資産

同左



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 (ロ)重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(1) 有形固定資産

  連結子会社の一部及び

平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物

附属設備を除く)につ

いては定額法、その他

は定率法によっており

ます。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

 (ハ)重要な引当金の

計上基準

(Ⅰ)貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等については個別に

回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上

しております。

(Ⅰ)貸倒引当金

同左

(Ⅰ)貸倒引当金

同左

(Ⅱ)修繕引当金

  設備の定期的な修繕に

備えて、次回修繕見積

金額と次回修繕までの

稼働期間を勘案して計

上しております。

(Ⅱ)修繕引当金

同左

(Ⅱ)修繕引当金

同左

(Ⅲ)役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

当連結会計年度発生見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

(Ⅲ)役員賞与引当金

同左

(Ⅲ)役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

支給見込額に基づき計

上しております。



 
  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(Ⅳ)退職給付引当金

  従業員の退職金の支払

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額126百万

円を特別損失に計上し

ております。

  また、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存期間以内の一定の年

数(７年)による按分額

を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理しております。

(Ⅳ)退職給付引当金

  従業員の退職金の支払

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。

  なお、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存期間以内の一定の年

数(７年)による按分額

を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理しております。

(Ⅳ)退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上

しております。

  なお、会計基準変更時

差異については、５年

による按分額252百万

円を特別損失に計上し

ております。

  また、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(７年)による按

分額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。

(Ⅴ)役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支

払に備えるため、会社

内規による必要額を計

上しております。

(Ⅴ)役員退職慰労引当金

同左

(Ⅴ) 役員退職慰労引当金

同左

 (ニ)消費税等の会計

処理

 税抜方式によっておりま

す。

同左 同左

 (ホ)税効果会計 当中間連結会計期間に係る

納付税額及び法人税等調整

額は、当連結会計年度にお

いて予定している利益処分

による圧縮積立金の積立て

及び取崩しを前提として、

当中間連結会計期間に係る

金額を計算しております。

同左 ―――

(5) 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動リスクが僅少な短期

投資を計上しております。

同左 同左



会計処理の変更 

  

 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

堺工場における有形固定資産の減価

償却方法の変更 

 当社の堺工場における有形固定資

産の減価償却の方法については、従

来、定額法によっておりましたが、

当中間連結会計期間より定率法(平

成10年４月１日以降に取得した建物

は除く)に変更いたしました。 

 この変更は、当社の堺工場の大型

設備投資が当中間連結会計期間中に

完了したため、これを機に減価償却

方法の見直しを行い、投下資本の早

期回収による、財務体質強化を図る

とともに、当社の全工場の償却方法

統一を図るために行ったものであり

ます。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、減価償却費は274百万

円増加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそれぞれ

266百万円減少しております。

――― 堺工場における有形固定資産の減価

償却方法の変更 

 当社の堺工場における有形固定資

産の減価償却の方法については、従

来、定額法によっておりましたが、

当連結会計年度より定率法(平成10

年４月１日以降に取得した建物は除

く)に変更いたしました。 

 この変更は、当社の堺工場の大型

設備投資が当連結会計年度中に完了

したため、これを機に減価償却方法

の見直しを行い、投下資本の早期回

収による、財務体質強化を図るとと

もに、当社の全工場の償却方法統一

を図るために行ったものでありま

す。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、減価償却費は640百万

円増加し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

639百万円減少しております。

圧延ロール償却方法の変更 

 当社グループにおける圧延ロール

は、従来、「貯蔵品」に計上し、使

用開始時に取得価額の１/２を償却

し、廃棄時に残りの１/２を償却す

るという方法と、研削消耗度に基づ

く償却方法の二つの方法によってお

りましたが、当中間連結会計期間よ

り、「工具器具及び備品」として計

上し、耐用年数４年で償却する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、当中間連結会計期間

に実施した当社西日本製鋼所の中間

圧延機更新に伴いロールの更新を行

ったため、これを機にロール投下資

本を早期回収し財務体質改善を図る

とともに、当社全工場の有形固定資

産の償却方法統一化に併せて、ロー

ル償却方法の統一化を図るために行

ったものであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、「棚卸資産」が2,444

百万円減少し、「工具器具及び備

品」が1,937百万円増加し、未使用

品を計上した「建設仮勘定」が186

百万円増加しております。また、償

却費が272百万円増加し、営業利益

は270百万円減少し、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそれぞれ

318百万円減少しております。

――― 圧延ロール償却方法の変更 

 当社グループにおける圧延ロール

は、従来、「貯蔵品」に計上し、使

用開始時に取得価額の１／２を償却

し、廃棄時に残りの１／２を償却す

る方法と、研削消耗度に基づく償却

方法の二つの方法によっておりまし

たが、当連結会計年度より、「工具

器具及び備品」として計上し、耐用

年数４年で償却する方法に変更いた

しました。 

 この変更は、当連結会計年度に実

施した当社西日本製鋼所の中間圧延

機更新に伴いロールの更新を行った

ため、これを機にロール投下資本を

早期に回収し財務体質改善を図ると

ともに、当社全工場の有形固定資産

の償却方法の統一化に併せて、ロー

ル償却方法の統一化を図るために行

ったものであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、「棚卸資産」が2,406

百万円減少し、「工具器具及び備

品」が1,537百万円増加し、未使用

品を計上した「建設仮勘定」が174

百万円増加しております。また、償

却費が563百万円増加し、営業利益

は563百万円減少し、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ

695百万円減少しております。



  

 
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

――― 退職給付引当金 

 当中間連結会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３

月16日）及び「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第７号

平成17年３月16日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞ

れ12百万円増加しております。

―――

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

※１ 新日本製鐵㈱連結ＣＭＳへの

参加に伴う預け金であります。

※１     同左 ※１     同左

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 2,273百万円

有価証券 46

預け金 36

計 2,355

債券 △46

現金及び 
現金同等物

2,309

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 464百万円

有価証券 42

預け金 13,458

計 13,965

債券 △42

現金及び 
現金同等物

13,923

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 1,560百万円

有価証券 46

預け金 8,457

計 10,064

債券 △46

現金及び
現金同等物

10,018



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 634 1,288 654

② 債券

国債・地方債等 52 52 0

合計 686 1,340 654

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式(店頭売買株式を除く) 56

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 601 1,923 1,321

② 債券

国債・地方債等 6 6 0

合計 607 1,929 1,321

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 56

② 国債・地方債等 36

合計 92



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

① 株式 601 1,476 875

② 債券

国債・地方債等 6 6 0

合計 607 1,482 875

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 56

② 国債・地方債等 46

合計 102

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

当社及び連結子会社は、デリバティ

ブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

当社及び連結子会社は、普通鋼の生産及び製品等の販売を営んでいる単一の事業で、該当事項はあり

ません。 

なお、主要製品は、形鋼、レール、平鋼及び棒鋼等の鋼材製品であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の国に属する主な国又は地域 
 (1) アジア……韓国、中国、台湾 
 (2) 北米他……米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の国に属する主な国又は地域 
 (1) アジア……韓国、中国、台湾 
 (2) 北米他……米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の国に属する主な国又は地域 
 (1) アジア……韓国、中国、台湾 
 (2) 北米他……米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 北米他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,767 347 2,115

Ⅱ 連結売上高(百万円) 46,346

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

3.8 0.8 4.6

アジア 北米他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,055 139 4,195

Ⅱ 連結売上高(百万円) 45,237

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.0 0.3 9.3

アジア 北米他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,009 798 5,808

Ⅱ 連結売上高(百万円) 94,596

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

5.3 0.8 6.1



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 1,869.08円 １株当たり純資産額 2,090.77円 １株当たり純資産額 1,959.26円

１株当たり中間純利益 112.67円 １株当たり中間純利益 132.20円 １株当たり当期純利益 207.69円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 4,706百万円

 普通株式に係る中間純利益

4,706百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

41,768,332株

 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 5,530百万円

 普通株式に係る中間純利益

5,530百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

41,829,386株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 連結損益計算書上の当期純利益

8,678百万円

 普通株式に係る当期純利益

8,678百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

41,783,403株



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

日本スチール株式会社の完全子会社

化について 

 当社は、平成16年11月26日開催の

取締役会において、平成17年１月21

日を株式交換の日として、日本スチ

ール株式会社を完全子会社とする株

式交換契約書を承認し、同日、締結

いたしました。

――― ―――

(1) 株式交換の日程

  平成16年12月15日

   株式交換契約書 承認臨時株

主総会(日本スチール株式会

社)

  平成17年１月20日(予定)

   株券提出期限日(日本スチー

ル株式会社)

  平成17年１月21日(予定)

   株式交換の日

   (注) 本株式交換は商法第385

条第１項の規定に基づ

き、当社においては株

主総会の承認を得るこ

となく行うものであり

ます。

 

(2) 株式交換比率

  下記のとおりであります。な

お、株式交換比率は、算定の前

提となる諸条件に重大な変更が

生じた場合には当事会社間の協

議により変更することがありま

す。

会社名
当社 

(完全親会社)

日本スチール

(完全子会社)

株式交換比率 1.000 336.132

 (注) １ 株式の割当比率

日本スチール株式１株

に つ き、当 社 株 式

336.132株を割当いたし

ます。但し、当社が保

有する日本スチールの

株式については割当い

たしません。

    ２ 株式交換に際して発行

する当社の株式数

新株の発行はいたしま

せん。当社が保有する

自己株式323.021株を割

当いたします。

(3) 株式交換交付金

  株式交換交付金の支払はありま

せん。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

資産の部 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 931 42 1,213

 ２ 受取手形 109 70 116

 ３ 売掛金 18,542 18,469 22,916

 ４ 有価証券 46 42 46

 ５ 棚卸資産 7,475 7,826 6,339

 ６ 繰延税金資産 802 1,008 1,095

 ７ 預け金 ※１ 36 13,458 8,457

 ８ その他 2,563 1,146 2,069

(流動資産合計) 30,506 34.7 42,064 42.7 42,256 42.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 5,280 5,171 5,296

  ２ 機械及び 
    装置

14,217 12,440 13,238

  ３ 土地 25,419 25,257 25,257

  ４ その他 3,514 3,024 3,187

   有形固定資産 
   合計

48,432 55.1 45,892 46.6 46,980 47.3

 (2) 無形固定資産 157 0.2 180 0.2 199 0.2

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資 
    有価証券

4,823 7,205 6,784

  ２ その他 4,059 3,101 3,110

  ３ 貸倒引当金 △30 △22 △30

   投資その他の 
   資産合計

8,852 10.0 10,284 10.5 9,864 9.9

(固定資産合計) 57,443 65.3 56,357 57.3 57,043 57.4

   資産合計 87,950 100.0 98,421 100.0 99,300 100.0



負債の部及び資本の部 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 7,340 7,601 8,172

 ２ 未払金 1,942 717 2,229

 ３ 未払法人税等 2,048 2,633 4,620

 ４ 修繕引当金 669 832 805

 ５ 役員賞与 
   引当金

15 20 40

 ６ その他 ※３ 1,915 3,427 4,513

(流動負債合計) 13,931 15.8 15,232 15.5 20,382 20.5

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,359 2,522 2,407

 ２ 退職給付 
   引当金

1,290 1,399 1,400

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

92 102 108

 ４ その他 34 34 34

(固定負債合計) 3,776 4.3 4,057 4.1 3,950 4.0

   負債合計 17,708 20.1 19,290 19.6 24,332 24.5

Ⅰ 資本金 8,769 10.0 8,769 8.9 8,769 8.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 10,203 11,771 11,771

   資本剰余金 
   合計

10,203 11.6 11,771 12.0 11,771 11.9

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 527 527 527

 ２ 任意積立金 39,959 39,832 39,959

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

10,679 17,574 13,535

   利益剰余金 
   合計

51,165 58.2 57,934 58.8 54,021 54.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

385 0.4 766 0.8 512 0.5

Ⅴ 自己株式 △281 △0.3 △110 △0.1 △107 △0.1

   資本合計 70,241 79.9 79,131 80.4 74,968 75.5

   負債及び 
   資本合計

87,950 100.0 98,421 100.0 99,300 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 36,534 100.0 34,975 100.0 76,416 100.0

Ⅱ 売上原価 27,720 75.9 26,149 74.8 59,772 78.2

   売上総利益 8,814 24.1 8,825 25.2 16,643 21.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,116 5.8 2,065 5.9 4,285 5.6

   営業利益 6,697 18.3 6,760 19.3 12,358 16.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 173 0.5 223 0.7 375 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 203 0.6 314 0.9 609 0.8

   経常利益 6,667 18.3 6,670 19.1 12,124 15.9

Ⅵ 特別損失 ※３ 106 0.3 ― 213 0.3

   税引前中間 
   (当期)純利益

6,561 18.0 6,670 19.1 11,911 15.6

   法人税、 
   住民税及び 
   事業税

1,754 2,434 4,288

   法人税等 
   調整額

877 2,632 7.2 28 2,462 7.1 545 4,834 6.3

   中間(当期) 
   純利益

3,928 10.8 4,207 12.0 7,077 9.3

   前期繰越利益 6,750 13,367 6,750

   中間配当額 ― ― 292

   中間(当期) 
   未処分利益

10,679 17,574 13,535



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

    総平均法による原価法によ

っております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

同左

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっ

ております。

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

同左

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)によって

おります。

   ｂ 時価のないもの

     総平均法による原価法に

よっております。

   ｂ 時価のないもの

同左

   ｂ 時価のないもの

同左

 (2) 棚卸資産

   製品、半製品、原材料、貯蔵

品については、後入先出法によ

る原価法、仕掛品については、

個別法による原価法によってお

ります。

 (2) 棚卸資産

同左

 (2) 棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他は定

率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左



 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 (2) 修繕引当金

   設備の定期的な修繕に備え

て、次回修繕見積金額と次回修

繕までの稼働期間を勘案して計

上しております。

 (2) 修繕引当金

同左

 (2) 修繕引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

   定時株主総会での承認を条件

に支給される役員賞与に備える

ため、当事業年度発生見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。

 (3) 役員賞与引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

   定時株主総会での承認を条件

に支給される役員賞与に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職金の支払に備え

るため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額

106百万円を特別損失に計上し

ております。

   また、数理計算上の差異につ

いては、差異発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   また、数理計算上の差異につ

いては、差異発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

   なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額

213百万円を特別損失に計上し

ております。

   また、数理計算上の差異につ

いては、差異発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額を、そ

れぞれ発生の翌期から費用処理

しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、会社内規による必要

額を計上しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

４ 消費税等の会計処理方法

  税抜方式

４ 消費税等の会計処理方法

同左

４ 消費税等の会計処理方法

同左

５ 税効果会計

  当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業年

度において予定している利益処分

による圧縮積立金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。

５ 税効果会計

同左

５ 税効果会計

―――



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

堺工場における有形固定資産の減価

償却方法の変更 

 堺工場における有形固定資産の減

価償却の方法については、従来、定

額法によっておりましたが、当中間

会計期間より定率法(平成10年４月

１日以降に取得した建物は除く)に

変更いたしました。 

 この変更は、堺工場の大型設備投

資が当中間会計期間中に完了したた

め、これを機に減価償却方法の見直

しを行い、投下資本の早期回収によ

る、財務体質強化を図るとともに、

全工場の償却方法統一を図るために

行ったものであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、減価償却費は274百万

円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ266百

万円減少しております。

――― 堺工場における有形固定資産の減価

償却方法の変更 

 堺工場における有形固定資産の減

価償却の方法については、従来、定

額法によっておりましたが、当事業

年度より定率法(平成10年４月１日

以降に取得した建物は除く)に変更

いたしました。 

 この変更は、堺工場の大型設備投

資が当事業年度中に完了したため、

これを機に減価償却方法の見直しを

行い、投下資本の早期回収による、

財務体質強化を図るとともに、全工

場の償却方法統一を図るために行っ

たものであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、減価償却費は640百万

円増加し、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ639百

万円減少しております。

圧延ロール償却方法の変更 

 当社における圧延ロールは、従

来、「貯蔵品」に計上し、本社恩加

島工場及び西日本製鋼所について

は、使用開始時に取得価額の１/２

を償却し、廃棄時に残りの１/２を

償却する方法、堺工場については、

研削消耗度に基づく償却方法によっ

ておりましたが、当中間会計期間よ

り、「工具器具及び備品」として計

上し、耐用年数４年で償却する方法

に変更いたしました。 

 この変更は、当中間会計期間に実

施した西日本製鋼所の中間圧延機更

新に伴いロールの更新を行ったた

め、これを機にロール投下資本を早

期に回収し財務体質改善を図るとと

もに、全工場の有形固定資産の償却

方法の統一化に併せて、ロール償却

方法の統一化を図るために行ったも

のであります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、「棚卸資産」が2,250

百万円減少し、有形固定資産の「そ

の他」が1,937百万円増加しており

ます。また、償却費が272百万円増

加し、営業利益は270百万円減少

し、経常利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ310百万円減少しており

ます。

――― 圧延ロール償却方法の変更 

 当社における圧延ロールは、従

来、「貯蔵品」に計上し、本社恩加

島工場及び西日本製鋼所について

は、使用開始時に取得価額の１／２

を償却し、廃棄時に残りの１／２を

償却する方法、堺工場については、

研削消耗度に基づく償却方法によっ

ておりましたが、当事業年度より、

「工具器具及び備品」として計上

し、耐用年数４年で償却する方法に

変更いたしました。 

 この変更は、当事業年度に実施し

た西日本製鋼所の中間圧延機更新に

伴いロールの更新を行ったため、こ

れを機にロール投下資本を早期に回

収し財務体質改善を図るとともに、

全工場の有形固定資産の償却方法の

統一化に併せて、ロール償却方法の

統一化を図るために行ったものであ

ります。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べて、「棚卸資産」が2,196

百万円減少し、「工具器具及び備

品」が1,404百万円増加し、未使用

品を計上した「建設仮勘定」が115

百万円増加しております。また、償

却費が554百万円増加し、営業利益

は554百万円減少し、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ676百

万円減少しております。



 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

――― 退職給付引当金 

 当中間会計期間より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ12百

万円増加しております。

―――

項目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

※１ 預け金  新日本製鐵㈱連結ＣＭＳ

への参加に伴う預け金であ

ります。

同左 同左

※２ 有形固定資産か

ら控除した減価償

却累計額

35,928百万円 38,799百万円 37,664百万円

※３ 消費税等の取扱

い

 売上等に係る消費税等と

仕入れ等に係る消費税等を

相殺のうえ、流動負債の部

のその他に含めて表示して

おります。

同左 ―――

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

※１ この内、

   受取利息
36百万円 32百万円 74百万円

※２ この内、

   支払利息
3百万円 2百万円 7百万円

※３ この内訳は

   退職給付会計変
更時差異償却損

106百万円 ―百万円 213百万円

減価償却実施額

 有形固定資産 1,876百万円 1,602百万円 3,838百万円

 無形固定資産 29百万円 38百万円 64百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

第28期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年10月27日開催の

取締役会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

日本スチール株式会社の完全子会社

化について 

 当社は、平成16年11月26日開催の

取締役会において、平成17年１月21

日を株式交換の日として、日本スチ

ール株式会社を完全子会社とする株

式交換契約書を承認し、同日、締結

いたしました。 

 なお、株式交換契約の概要につい

ては、「第５ 経理の状況 １ 中間

連結財務諸表等 (1) 中間連結財務

諸表 注記事項 (重要な後発事

象)」に記載のとおりであります。

――― ―――

① 中間配当の総額 336百万円

② １株当たり中間配当金 8円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年11月24日



第６ 【提出会社の参考情報】 

第28期中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第27期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は堺工場における有形固定資産の減価償却方法を変更した。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は圧延ロールの償却方法を変更した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月２６日開催の取締役会決議に基づき、日本スチール株式会

社を完全子会社とする株式交換契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  尾 崎 正 名 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製

鐵株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は堺工場における有形固定資産の減価償却方法を変更した。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は圧延ロールの償却方法を変更した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１６年１１月２６日開催の取締役会決議に基づき、日本スチール株式会

社を完全子会社とする株式交換契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  尾 崎 正 名 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製

鐵株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  矢 野 浩 一 
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